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まず、中間技術理論と生産管理 4M（Man、Material、 Machine、 Method）モデルをもとに、水産
資源管理型漁業と水産加工業を統合し、市場(Market)を加えた「中間技術的生産管理（4M＋1M）モ
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第 1 章 序論  
 
1.1. 問題意識  


































 このように近年の貧困削減、持続可能な環境保護と開発の重要性が増す 21 世紀の世界で、開発援
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えた。彼は、「途上国の技術を 1ポンド、先進国の技術を 1000 ポンドと例え、途上国に適正な技術
は 100 ポンド程度でスモールな現地で調達できる道具と材料で行えるもの」であり、人間を機械の奴
隷にするのではない、「大量生産ではなく、大衆による生産である」と説いた。これらを受け日本の
































          









関だけではなく草の根的な NGO 等で応用されていることを紹介し、その展望と課題を述べている。 
実際に草の根的な NGO の国際協力の政策の移り変わりは水産分野においても顕著に見られる。野口
亮祐（2009）は、水産分野における草の根技術協力事業に関する研究－事業主体にとっての意義と課




























          











































図 1-1 途上国への中間技術生産管理による移転の概念図 
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ミレニアム開発目標 MDGs とは 2000 年 9月、ニューヨークで開催され 189 カ国が参加した国連ミレ
ニアム・サミットにおいて、21 世紀の国際社会の目標として、国連ミレニアム宣言が採択されたも
のである。これは平和と安全、開発と貧困、環境、人権とグッドガバナンス（良い統治）、アフリカ
の特別なニーズ等を課題として掲げ、21 世紀の国連の役割の方向性を明確にした。これに 1990 年代
に開催された主要国サミットで採択された国際開発目標を統合してまとめられたものが、MDGs であ
る。2015 年までに国際社会が達成すべき以下の 8項目が設定されている。 
1. 極度の貧困と飢餓の撲滅  
2. 普遍的初等教育の達成  
3. ジェンダーの平等推進と女性の地位向上  
4. 乳幼児死亡率の削減  
5. 妊産婦の健康改善  
6. HIV・AIDS、マラリア及びその他の疾病の蔓延防止  
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語であり、野口も詳しくは述べていないが、緒方貞子の「 ―難民支援の現場から (集英社新書 2007)」
の中で紹介されている、「常に現場を中心に考え、迅速に支援が届けられるような現場での活動力」
を示すものと思われる。現場の人々のニーズに適正に合う支援という点では適正技術の概念と近いも
のだといえよう。 また国内の ODA がソフト重視になってきたのは緒方のリーダーシップや ODA 事業
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予算の削減だけでなく世界的なソフト的技術移転への傾向があったことも付け加えたい。 













力に従事する NGO への支援やその活動への参画です。日本の NGO の数は、1998 年に「特定非営利活
動促進法（NPO 法）」が施行され法的整備が進んでから飛躍的に増加しました。実際に国際協力活動
に携わっている団体は約 400 といわれています。日本の NGO は、ODA の裾野を広げ、国際協力分野で




























図 3-1水産関連事業の変遷  
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型事業です。」（ODA 白書 2009 外務省） 
青年海外協力隊の発足の経緯であるが、その模範となったのはアメリカ平和部隊であった。アメリ
カ平和部隊は 1960 年(昭和 35年)秋、大統領選のさなかに民主党のケネディ候補が創設を公約し、翌








青年海外協力隊事業は、前述の協力隊発足の経緯のとおり、1965 年(昭和 40 年)4 月にわが国政府
の事業として発足した。事業の実施は当時の 海外技術協力事業団に委託され、同事業団の中に日本
青年海外協力隊事務局が設置された。その後、1974 年(昭和 49 年)8 月にわが国政府が行なう国際協
力の実施機関として JICA：Japan International Cooperation Agency（現国際協力機構））が発足し、
その重要な事業のひとつとして受け継がれ、名称も青年海外協力隊となり、今日に至っている。ラオ
スへの初派遣から始まった青年海外協力隊事業は、発足以来約 40年間で 80カ国（アジア、アフリカ、
中近東、中南米、大洋州、東欧）へ、計 33,622 名（2009 年(平成 21 年)11 月 30 日現在）以上の隊員
を派遣している。（JICA ホームページ 2010）（図 3-2） 
 
                                  資料 JICA（2011）HP 
図 3-2 JICAボランティア派国遣図                
          








































          








































          















2. 最新の技術を出発点として、これを適正技術の要求に合うように改造。   <最新技術の改造> 
3. 中間技術を確立するために直接実験と研究を行う。           <現場実験と研究> 
  
 これらの適正技術移転と実際の隊員の活動を筆者、羽熊広太（以下、羽熊）の食品加工技術移転活
動から考察してみたい。引用文献としては隊員活動報告書（羽熊 2000 年 4月～2002 年 3月）を明ら
かな誤字による訂正以外は、基本的に原文のまま引用した。 





隊員活動はA.食品加工技術普及講座 B.素材調査加工研究  C.日本料理講座の3活動が計画され













          


























小型の簡単な器具だということを訴えている。引用「2001 年 JICA によるグアテマラ国 INTECAP 食品













          





































より寄贈された機材について「食品加工機材が ODA でこの 2月に届いた、それの充分な利用がされる
ように協力してほしい」という心配と、「より援助というシステムを効率よく行うにはハード面だけ
ではなく、ソフト面での長期的なサポートが必要となる」という長期的な視野に立った活動の重要性
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表 3-1：隊員活動計画表 羽熊作成（2001 年 9月） 















































      
１ 食品開発       
２ 日本伝統食品加
工 








      
１ホテル、レストラ
ンへの指導 




      
３ 地元素材、メニ
ューの開発 
      
４ 食品展示ブース 
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第 4章 日本の地域特産品づくりの海外移転  
本章では、まず、モノづくりである、地域の資源を利用した特産品づくりから地域おこしにつなげ































一村一品運動を理解するために、まずその原点である大分県の大山町での梅栗運動（New plum and 
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4.2. アジアに広がった一村一品運動  タイの事例  
1970 年代から大分県で始まった一村一品運動は、県内・県外での地域間交流イベント等により、




One Product Movement」などである（表 4-1）。いずれにせよ、１地域に１特産品という意味は変
わらず、そのシンプル性が庶民から評価され多くの国々に広がった。1990 年代後半からは JICA によ
る研修生の受け入れやアジア援助、そしてアフリカへと展開している。国民参加型で MDGs の貧困層
へ届く草の根支援を模索していたなかで OVOP はまさに適合していた。また、JETRO（日本貿易振興機
構）も 2006 年から貿易振興という形で OVOP キャンペーンを成田、関西、中部、羽田、神戸(経済産
業省とミプロの主催)、伊丹、福岡の 7空港にて開催ししてきた、さらに 2008 年 4 月からは、成田、

























１) 一廠一品運動 (中国・上海市) 
(２) 一街一品運動 (中国・上海市) 
(３) 一区一景運動 (中国・上海市) 
(４) 一村一宝運動 (中国・上海市) 
(５) 一郷一品運動 (中国・江蘇省) 
(６) 一鎮一品運動 (中国・江蘇省) 
(７) 一村一品運動 (中国・陜西省) 
(８) 一村一品運動 (中国・江西省) 
(９) One Barangay, One Product Movement (フィリピン) 
(10) One Region,OneVisiontMovemen (フィリピン) 
(11) SatuKampung, SatuProduk Movement (マレイシア・ケダ州) 
(12) Backto Village (インドネシア・東ジャワ州) 
(13) One Tambon, One Product Movement (タイ) 
(14) One Village,One Product Movement (カンボディア) 
(15) Neuang Muang,Neuang Phalittaphan Movement (ラオス) 
(16) NegBag,NegShildegButeegdekhuun (モンゴル・バヤンホンゴル県) 
(17) One Village,One Produc tDay (アメリカ・ロサンゼルス市) 
(18) One Parish, One Product Movement (アメリカ・ルイジアナ州 
資料 NPO 法人大分一村一品運動国際交流推進委員会（2011）HP 
表 4-1 大分県のローカル外交により世界へ広がった一村一品運動 
          

















1. Local link global reach（ローカルにしてグローバル） 
2. Self-reliance and creativity（自主自立と創意工夫） 
3. Human resource development（人づくり） 
しかし大分県では製品基準を制定していなかったのに対し、タイ政府は「OTOP Product Champion：
以下 OPC」という品質保証制度を設けた。それは生産者がタイ国籍で登録地の住民であるという以外
条件のない普通の OTOP に比べ OPC は以下の条件が必要であった。 
「1.輸出に見合う品質、2.生産量・品質一定、3.消費者に満足のいく水準、4.製品の由来。」 
















          












その後 2006 年の 9月に軍のクーデターによりスラユット首相に政権が交代した。タクシンへの政
治の独占化や汚職に対する批判はあったが、OTOP は「タクシンの政策の中でも最も不正や不道徳の
無い政策」といわれ、反タクシン派や農村部からの支持は今でも高い。ただ、タクシン色を一掃させ













4.3. 地域特産品による地域おこしと適正技術への発展  











          




う原則に近づいてきたともいえる。       
  














 1. 気候的条件：降水、光、温度、風、潮流 
 2. 地理的条件：地質、地勢、位置、陸水、海水 
 3. 人的条件 ：人口の分布と構成、活力、再生産力 
②顕在資源「手段方法が知られている、利用に足る量と質が存在」 
 1. 天然資源 ：生物資源と無生物資源 
  2. 文化的資源：資本、技術、技能、制度、組織 
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表 4-2 国際コンサル会社水産専門家へのヒアリング 
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は漁業就業者が 20万 4千人となり、男性漁業就業者 17万 1千人のうち 65歳以上の漁業者が 37.4％
を占めている（図 5-1）。一方、新規漁業就業者は 1,081 人である。また、漁協組合員に聞いたアン
ケートにおいて、「後継者がいる」と答えた漁業者は 2割を下回っている。（図 5-2） 
 
 
  資料平成 20年度水産白書） 
図 5-1漁業就業者の推移 
          













5.2. 日本の持続可能な地域資源管理型漁業  
 かつて我が国は、世界一の漁業生産を誇る「水産大国」であった。しかし、外洋 200 海里水域内の
漁場からの撤退や、大きな周期で変動を繰り返すマイワシ資源が急減したこと等から、我が国の漁獲








資料 平成 20年度水産白書 
図 5-2 後継者の有無 
資料 平成 21年水産白書 
図 5-3 国内漁業生産量の推移  
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また、水産庁は日本国周辺水域において資源評価を実施している水産資源の半分が低位水準にある
（図 低位 50％ 中位 33％ 高位 17％（水産庁 2008））と指摘している。これには、海水温等海洋
環境の変化、沿岸域の開発等による産卵・育成の場となる藻場・干潟の減少、一部の資源で回復力を





の漁業は漁獲量をのばし、1960 年からの 40 年で、4 倍以上に増えている。この、魚介類の自然再生
能力を上回る過剰な漁獲と地球温暖化等による環境の変化により資源枯渇が懸念されている。2006
年、アメリカの科学雑誌「サイエンス」は今のままで魚介類を取り続けると、「2048 年には海から魚
がいなくなる」という論文を掲載し、世界を驚かせた。FAO は 1974 年から世界の水産資源の調査を
続け、それぞれの資源状況を、「まだ開発の余地がある 20％、充分に利用している 52％、過剰に利用








図 5-4 20年度におけるわが国周辺の資源水準の状況  
資料 FAO 2008 
図 5-5 世界の水産資源状況の推移  
          





責任ある漁業 行動規範  
第 1章 規範の意義と目標  
第 2章 規範の目的  
第 3章 他の国際的規則との関連  
第 4章 実行状態の監視と更新  
第 5章 開発途上国の特殊性  
第 6章 基本原則  
第 7章 漁業管理  
第 8章 漁業操業  
第 9章 養殖業の展開  
第10章 沿岸域管理への漁業の調整統合  
第11章 水産加工と貿易  
第12章 漁業研究 






















          
 - 37 - 




いがに）について TAC が定められている。また TAC 指定魚種以外にも各漁協などが中心となり自主規
制による資源管理を行っている。方法としては「漁業日数や時間の制限」や漁獲量の「地区割り当て」、
大きな魚介類のみ漁獲する「体長制限」、網の目を大きくするなどによる「漁具の制限」などが挙げ










合漁業 25％、遠洋漁業 10％、内水面漁業 5％（漁業種別生産額農林水産省 2006）である。また、2007





















          
 - 38 - 
































図 5-6 中間漁業技術の産業化の基本要素  
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みで 9割の漁獲を占めているのに対して、日本は 28 種類もの魚種を利用していることを比較しても
圧巻している（図 5-8 平成 22 年度水産白書）。 
 
資料 平成 21年度水産白書 
図 5-7日本の周辺で獲れる多種多様な水産物  
          







 日本の水産加工業の役割をみると、水産加工業の平成 19 年の出荷額は 3兆 4,071 億円となってお
り、食品製造業の総出荷額 24 兆 1,963 億円のうち 14%を占めている。また、食用魚介類の国内消費















消費低迷や事業所数の減少、原料供給の不安定化等を背景に減少傾向にある（図 5-10：平成 21 年度
水産白書）。 
 
資料 平成 21年度水産白書 
図 5-8 日本とノルウェーの漁獲物の構成の比較  
資料 平成 21年度水産白書 
図 5-9 国内消費仕向量の形態別内訳  
          







 事業規模については、水産食料品製造業の事業所数は 9,433 で、全食料品製造業の 2割を占めてい






















資料 平成 21年度水産白書 
図 5-10 水産加工食品の生産量及び製造事業所数の推移  
          








































          




















2. 原材料（ Material）：「生産は主として現地の原材料を使い地場市場向けの製品をつくるべき。」 
外部から持ち込まない地域固有資源を使用、地域の希少な水産資源を利用するために、持続可能な
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5.5. 「中間技術」を用いた生産管理視点の導出  
上述のように「中間技術」生産管理 4M が導出された。しかし、地域特産品づくりには、モノづく








1．調査対象 2.工場概要 3.利用魚種と加工品 5.課題と展望 
「中間技術」生産管理（4M＋1M）    水産物加工 
人（Man）  水揚げ漁村地域内 
現地生産・現地雇用 
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1. 関東近辺  :費用や調査日数からアクセスしやすい対象にした。 
2. 中小加工場 ：社員が数名～30名程度。 
3. 地域資源利用：地域内の資源を利用。 
4. 資源管理漁業：供給資源である漁業が資源管理型。  
5. 先行調査研究：研究や報告の資料が存在する。 
6. 海洋大関連 ：学内の人脈等を利用できる場所。 
以上の条件から絞り込んだ調査場所は以下のとおりである。 
 




2.霞ヶ浦での佃煮工場・O社：7月 8日 半日 工場内観察と応接室でのインタビュー 
湖の環境により資源量が激減する中、地元、地元外資源と中国輸入資源と併用する。 
 





表 6－1 調査表白紙 
1. 調査対象 2. 工場概要 3. 利用魚種と加工品 4.生産管理について（以下） 
Man Material Machine Method   資源管理





            
2.   霞ヶ浦 
佃煮加工場 
            
3. 千葉外房 
鯨加工場 
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6.1. 東京海洋大学水産加工場調査  
１．調査対象：東京海洋大学 吉田ステーション 静岡県榛原吉田町川尻 1581 
２．工場概要：東京海洋大学の食品加工実習場 食品製造科の生徒 35人が 2回に分かれ実習 
３．利用魚種と加工品：かつお、キハダまぐろ、さば。鰹節、缶詰、レトルト等６品目を加工 
4．調査結果 
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6.2. 霞ヶ浦（内水面）での佃煮加工場調査  
１．調査先：O水産 茨城県霞ヶ浦   
２．会社概要：明治 37年  1,000万円  従業員数 50名  
３．利用魚種と加工品：ワカサギ煮干、ハゼやテナガエビの佃煮 他 30種類の佃煮 
４．調査結果 
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6.3. 千葉県外房鯨加工場調査  
1. 調査先：G捕鯨 千葉県安房郡和田町和田 
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Man Material Machine Method  漁業 
































地域資源 小型・特有 単純・特有 地域内消費
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7.1. 地域資源を利用した「中間技術」生産管理と海外移転の可能性  
国際協力の現状（第 2章）から、世界では貧困半減 MDGs と持続可能な資源の利用が課題であるこ
とが判明した。課題の解決として国際協力分野では、かつての反省から、より草の根でソフト・人材
開発型のプロジェクトに移行している。この状況で「大量生産ではなく、大衆による生産」と唄った、
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1. 天然資源 ：生物資源と無生物資源 
2. 文化的資源：資本、技術、技能、制度、組織  




































地域特産品づくり 図 7－1  
途上国への中間技術生産管理による移転の概念図 
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的には HACCP の対応を余儀なくさせられている（笹島 2000）。今回導き出された「中間技術」生産管
理（4M＋1M）の視点がこのような外部都市や輸出向けの高度な品質が求められる特産品の生産におい
ても適応可能なのか、可能ならばどのような改変が必要になるか検討が必要である。 
          










          
 - 59 - 
 
参考文献 
1. E.F シューマッハー(2008)「スモール イズ ビューティフル」講談社 
2. E・F シューマッハー(2000)「スモール イズ ビューティフル再論」講談社学術文庫 
3. JICA (2010)「JICA's world 大切にしたい生物の豊かさ」No.22 p2-6  
4. JICA (1990)「技術移転と適正技術」  
5. JICA (2010)「JICA’s world ”NGO と JICA”」No.16.04-18  
6. JICA (2007)「Monthly JICA Feb07 地域産業振興」p04-23  
7. JICA (2010)「JICA’s world ８つの宿題」No.21 p04-19  
8. JICA 国際総合研究所(1990)「技術移転と適正技術」 
9. L.H.ロランド (1997)「社会状況の分析」恒星社恒生閣 
10. 朝日新聞(2007)「途上国根付く適正技術」2007.10.26 記事  
11. アマルティア・セン(2002)「貧困の克服」集英社新書 
12. 有元貴文(1998)「FAO 責任ある漁業と操業技術指針」東京海洋大 
13. 井草邦雄(2008)「アジアの地方産業おこしの課題と一村一品運動」国際 OVOP 学会第１巻 2008
年 10 月号 2, p5－20 
14. 大野文人(2009)「農産物の生産における ITの果たす役割」 
15. 岡本享二(2006)「CSR 入門」日経文庫 
16. 小栗俊之(2002)「モルディブ共和国における青年海外協力隊の現状と課題」21 世紀社会デザイ
ン研究 No1 
17. 外務省「ODA 白書 2010」 
18．外務省「ODA 白書 1999」  








26. 笹島正彦他(2000)「中小企業の HACCP 対応」岩手県工業技術センター報告書第 7号 
27. 佐藤郁哉(1999)「フィールドワーク」新曜社 
28. 榊原英資(2008)「 食がわかれば世界経済がわかる」文春文庫 
29. ジェシカ・ウィリアムズ(2007)「世界を見る目が変わる５０の事実」草思社 
30. 下出真義(2010)「タイからの輸入冷凍食品の安全管理システム構築に関する研究」 
31. 庄司義則(2009)日本の沿岸小型捕鯨の産業構造の研究  
32. ジル・イエーガー(2008)「私たちの地球は耐えられるのか？持続可能性への道」中公新書 
33. 水産庁(2009.2010)「平成 20・21 年度水産白書」  
34. 鈴木和信(2010)「開発途上国の持続可能な環境資源管理計画の意義」国際協力研究
          
 - 60 - 
vol17.No2.2010.10 p63-72  
35. 関満博(2007)「食の地域ブランド戦略」新評論 
36. 田中直(2011)「技術協力ということばをめぐって」APEX 
37. 多辺田正弘(1990)「コモンズの経済学」学陽書房  
38. 中田正一(1994)「国際協力の新しい風」岩波新書 
39. 中村尚司、鶴見良行他(1995)「コモンズの海 交流の道、共有の力」学陽書房  
40. 野口亮祐(2009)「水産分野における草の根技術協力事業に関する研究」 
41. 長谷川弘(2005)「開発途上国における農林業プロジェクトの環境経済評価手法と事例」JICA 
42. 馬場治「シャコを対象とした小型底曳網漁業の管理」  
43. 林智、西村忠行、本谷勲、西川栄一(1991)「サステイナブル・ディベロップメント」法律文化社 
44. 平野裕之(2002)「変化に強いムダ取りの思想と技術・新 IE」工場管理 vol48No.6 
45. フィリップ・コトラー(2004)「市場戦略論」ダイヤモンド社 
46. 廣吉勝治(2000)「漁業における中間技術の展開の可能性に関する研究」 
47. 藤掛洋子(2003)「国際協力と家政学」東京家政学院大学概要第 43 号  
48. 藤掛洋子、江藤双恵他(2008)「ローカルニーズの豊かな世界：草の根からジェンダー課題を考え




52. 目瀬守男（1990）地域資源管理学 明文書房 
53. 文部科学省(2006)「水産食品製造 1」実教出版 
54. 安田章人(2003)「地域に根ざした捕鯨のあり方」  
55. 山内道雄(2007)「離島発生き残るための 10の戦略」NHK 出版 
56. 陽かつゆき(2007)「地球の悲鳴環境問題の本１００選」清水弘文堂書房 
57. 婁小波、波積真理、日高健(2010)「水産物ブランド化戦略の理論と実践」北斗書房 
58. 婁小波、馬場治、田中英次、水口憲哉他(2003)「水産資源管理入門」東京水産大 成山書店製作 
59. 渡辺浩幹(2010)「FAO 責任ある漁業のための行動規範の適用現状」FAO 
60. Bio diversity International (2010)”Agriculture, agricultural biodiversity and 
sustainability” 
61. JIRCAS (2010)”A new decade for international agricultural research for sustainable 
development”  
          











          




































          
 - 63 - 
 
危ぶまれる貧困削減目標 MDGsプログレスチャート          資料 外務省（2011） 
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第 3章 
 
          資料 朝日新聞 2007年 10月 26日紙 
記事 途上国に根付く適正技術 
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羽熊（2000.4－2002.3）による協力隊報告書（明らかな誤字脱字以外は原文のまま利用） 
 





































          







































          













共通様式３                  
隊員活動報告書２ 
 






















と感じます。ここの祭りなどで空手や柔道のプレゼンをやっていたのが知れて、９月から casa de 
deporttista という国営のスポーツジムの道場で柔道教室を始めました。自分自身、半年の柔道のブ
          








































          
























後任及び INTECAP への隊員派遣の可能性について：来年度１１月（予定）に JICA よりグァテマラ
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共通様式２            隊員活動報告書３ 
 





































          








































          








































          




































省庁誌 2001 年 3月号より 
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共通様式２           隊員活動報告書４ 
 
１ 第３号報告書 赴任１８ヶ月目として以下の項目について報告します。 
（１） 任国内旅行 
グァテマラ任国内旅行食文化研究 






























ルトバリオスでは Tortilla de Harina が有名であった。港町であるがゆえトウモロコシよりも小麦
粉が手に入れやすくそれが主食の一つの選択肢として伝わったのではないかと思われる。それは街道
沿いにサカパにも伝播した。サカパのはかなり大きく直径６０ｃｍはある、一個で２人くらいは食べ
られる。魚食の文化としてはセビッチェと pescad frito であろうか。海岸付近に行けば食す機会も
          






























作ってもらいたいものです。現在日本料理テキストスペイン語版を製本中 2001 年 11 月完成予定 
 最後の活動としては、カウンターパートの技術移転は終了しているので、彼女中心の講座をチェッ
クする事。私はホテルや企業などへの大きな講座や出張のみにする。8月に首都 INTECAP で 2 週間の
出張講座を行った。そこには有名ホテルなどからも多数シェフが集まる。調理場も整っており講習者
も真剣、今後ここに料理隊員をいれる計画も考えられている。先日、中米最大のレジャー施設レウ
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共通様式２               隊員活動報告書５ 
 
























                                               
食品加工講座を行うカウンターパート Isolina.G  調理室、タイル張り、かつての 3倍の大きさに
改築、生徒は一般市民から食品産業関係者     ４０人が講習可能 
 
          






























写真左：パンサル村での講習会、先住民主婦達。   写真右：レウでの講習会、ホテルシェフ 
          







































どをお願いします。                          
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JICA への提案書 
2001 年 JICA によるグァテマラ国 INTECAP 食品機材贈与に伴う 
ＪＯＣＶ食品加工隊員派遣の可能性について 
                  
       ２０００年９月２０日 
平成１１年度３次隊  
コバン INTECAP 羽熊 広太 
 
 来年度１１月（予定）に JICA よりグァテマラ国 INTECAP に贈与される食品加工機材の選択、有効
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  食品加工テキストと伝統レシピ 筆者作成（2002） 
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Presentación 
 
El Instituto Técnico de Capacitación y Productividad –INTECAP- y Agencia de Cooperación 
Internacional del Japón –JICA- a través de Voluntarios Japonés Guatemala ponen a disposición 
de las empresas y personas dedicadas al Procesamiento de Alimentos, éste Recetario de bebidas, 
jaleas y mermeladas y ahumados. 
 
Este recetario ha sido preparado para apoyar el Curso de Procesamiento de Alimentos, contiene 
los elementos básicos que serán de mucha importancia para las personas interesadas en ésta 
práctica. El Procesamiento de Alimentos no es difícil y por lo mismo no necesita de maquinaria 
especial como el que se utiliza en las industrias, podemos utilizar equipo sencillo y adecuado 
así como materiales que se encuentran al alcance de todos. 
 
Hace muchos años se descubrió que se facilitaba conservar alimentos procesados manualmente, 
sin utilizar químicos ni maquinaria sofisticada. Lo que se pretende con éste recetario es 
transmitir los conocimientos a técnicos tradicionales en el mundo y Guatemala. 
 
Es indispensable conocer y practicar la conservación de alimentos, entre los cuales podemos 
mencionar: las frutas, para que no se pierdan en el tiempo de cosecha. En nuestro medio la 
fruta es la base para una gran variedad de postres, jaleas, jarabes, licores y confituras. 
En la actualidad la oferta de ella es grande y accesible durante todo el año, algunas veces 
no se puede vender en el mercado, es cuando se hace importante el procesamiento. 
El método de conservación de las carnes es muy antiguo hoy en día se practica ya sea ahumado 
en la estufa, ahumador de metal o en ahumador de madera utilizando maderas finas, tomando en 
cuenta la salud. 
 
La harina es fuente de alimentación, se pueden preparar diversas recetas de pastas, panes, 
etc., además se pueden preparar diferentes figuras hechas a mano y es un alimento que se 





          




• 40 g de sal común 
• 14 g de consomé 
• 4 dientes de ajo machacados 
• 1 cebolla 
• 3 hojas de laurel 
• 1 ramita de tomillo 
• 125 ml de vinagre 
• 2 kg de carne 
 
Preparación 
1. Coloque la carne en un recipiente, de preferencia plástico, conjuntamente con la 
salmuera por un tiempo mínimo de 12 horas. 
2. Luego extraiga la carne de la salmuera y séquela con una manta. 
 
 
Ingredientes del Recado de Adobo 
• 6 tomates 
• 700 g de miltomate 
• 5 pimientas de castilla 
• ½ cucharadita de sal de ajo 
• 1 pedazo de achiote 
• ½ chile guaque 
• ½ chile pimiento 
• 1 pedazo de canela en raja 
• ¼ de orégano 
• 2 ramas de tomillo 
• 2 cucharaditas de vinagre 
 
Preparación 
1. Licue todos los ingredientes con un poquito de agua, cuidando de poner primero los 
tomates cortados en trozos. 
2. Aplique el adobo a la carne cubriéndola bien. Luego colóquela en un lugar seco y 




          





          













（2009 年 4 月 3 日）一村一品マーケット成田空港店のリニューアル 
（2009 年 3 月 1 日）一村一品マーケット関西空港店の移設 
（2009 年 2 月 19 日）ペルーウイークの開催 
（2008 年 12 月 15 日）一村一品マーケットの映像広告 
（2008 年 10 月 14 日）インドウィークの開催 
（2008 年 10 月 1 日）成田、関空の一村一品マーケットの営業時間の延長 
経緯 

















神戸(経済産業省とミプロの主催)、伊丹、福岡の 7空港にて開催してきました。2008 年 4 月からは、
成田、関西空港に集約させたうえで運営しております。 
          







成田国際空港店 (2006 年 3 月 25 日オープン) 
 




関西国際空港店 (2006 年 4 月 1 日オープン) 
2009 年 8 月 9 日にリニューアルオープン  
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第６章 
 
 写真 東京海洋大学水産加工実習場フィールドワーク 
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写真 外房鯨解体・加工フィールドワーク 
